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１．研究概要（目的・狙いなど） 

本研究の目的は、なぜ老舗企業が生き残っているのかを明らかにすることである。 

日経ビジネス online によると、企業の創業から倒産までの平均存続年数は34.9年である。一方で、老舗企業は世界恐慌

などの様々な困難を乗り越え、現在まで生き残り続けている。なぜ現在まで老舗企業が生き残り続けているのかを明らかにするこ

とによって、老舗企業ではない企業の寿命をのばすことができ、また老舗企業が生き残り続けることに貢献することができると考えた

ため、本研究を行なう。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

 近年、経営学において老舗企業を対象とする研究が注目されている。それらの多くは、老舗企業の創業年数を「創業から100

年以上」と定めている。（長沢・染谷；2007,前川ら；2011,横澤ら；2012）。帝国データバンクの行った、日本の企業存

続年数に関する統計によると、100年以上の企業は26,114社、300年以上の企業が605社存在していることがわかった。

（2013年現在）。また、論文検索サイト cinii で創業300年以上の老舗企業に限定した研究は６件しかなかった。（2015

年11月15日現在。）。このように企業数に大きな違いがあるのにも関わらず、創業300年以上の老舗企業の研究はほぼ存在

しない。 



図表3：企業生命力の7因子（本研究における老舗企業） 

  

本研究では従来研究で明らかにされていない創業300年以上の企業の生き残って 

来た要因を創業から100年以上たつ企業が生き残ってきた要因（竹田;2004）を基に 

分析を行う。創業から100年以上たつ企業は定量分析によって、企業生命力が7因子に 

よって構成されていることを示した。(図表1)。 

長寿につながる7因子は、そのいずれもが重要であり、創業100年以上の企業は積年の 

経営によりこれらを蓄積継承してきたと言われている。 

３．研究テーマの課題 

創業300年以上の老舗企業の研究は、進んでいない。そこで私たちは、企業の平均寿命の約10倍にあたる、創業300年以

上の老舗企業ならではの生き残って来た要因を明らかにする。本研究において老舗企業の定義を「300年以上で、買収・合併

をされていない企業」とした。自社の力のみで生き残ってきた要因を明らかにするため、他社によって支援された企業は省く。 

企業生命力の7因子が、本研究における老舗企業にも、当てはまるかどうかを知るため、老舗企業の創業から現在までのプロ

セスを事実分析する。前川ら(2011)が作成した創業100年以上の企業リストのうち、現在でも生存が確認できた老舗企業は

372社あった。公表資料を用いて情報収集が可能であった企業に関する書籍、社史、記事(日経ビジネスなど)から、事実とスト

ーリーを整理し、仮説の立案をする。 

分析によって、企業生命力の7因子の中で、本研究における老舗企業に当てはまらない因子、名称を変える必要がある因子

が確認された。また、因子を構成するそれぞれの質問項目を、認識レベルから行動レベルにまで言及する必要性がある因子や、

新しく増える因子があることがわかった。 

1337年創業の、まるや八丁味噌(以下、まるや)を例にあげ、紹介する。 

従来の7因子に当てはまらない因子に、⑥継承性因子がある。(図表３)この因

子は、後継者が幼い頃から教育が行われること、 「のれん分け」などの社員の独立

を積極的に支援することから構成される。しかしながら、まるやの経営者は、2代に

わたり血縁関係者以外の人間によって勤められている。このように同族以外の人間

が、後継者になるケースはいくつかある。 

名称を変える必要性がある因子に②顧客志向因子がある。この因子は、経営

者・従業員・顧客・取引先の全てが潤う経営が大切であるという項目により構成さ

れているので、本研究では、この名称を、顧客・従業員・取引先志向因子という名

称に改める。 

次に、因子を構成するそれぞれの質問項目を、認識レベルから行動レベルにま

で言及する必要性がある因子①外部環境適応因子がある。この因子の構成項目は、常に経営環境の変化に迅速に対応する

ことを社是とすることである。ここでは、環境の変化に対応する社是にするのではなく、実際に環境の変化に対応するという、動くこ

とが重要なのである。たとえば、まるやは国内の味噌の需要が減少する中、アメリカに進出し、自社の八丁味噌と米麹味噌を合わ

せた調合味噌の販売をした。しかしこの働きは、まるやの経営理念には含まれていない。 

 さらに、新しく増える因子として⑦行動力因子がある。ここでの行動力は、「経営

者や従業員が目的をもって積極的に物事に取り組む力」である。まるやは①～⑥

の因子全てが、経営者のフレキシブルな行動力により、各項目の素点の合計点が

高くなることが考えられる。たとえば、①オーガニックの有機味噌の需要に気づき製

造を自ら始める、②料理提案をした顧客と縁を尊重し、月一で顧客を雇い、料理

教室を始める。③広告を打たずに、自分の足を使って店頭で商品の価値を伝える、

④従業員の使用する椅子や食堂など、現場の環境を積極的に改善する、⑤農

業科学てきな知見を持ちながらも、あえて八丁味噌の作り方を創業当時か

ら変えない努力、⑥突然訪れた来客の話を聞き、三河プロジェクトを開始する、ということがそれぞれの因子の合計点を高めること

図表１：企業生命力の7因子 

図表２：企業生命力の7因子（創業100年以上の企業） 



が期待される。 

                         

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

 創業100年以上の企業の生き残り要因である、企業生命

力の７つの要因モデルが、本研究における老舗企業にも当

てはまるのか事例研究をした。その結果、従来研究に含ま

れた継承因子を削除し、6因子に働く行動力因子を加えた

以下のような仮説を立案する。 

   

図表４：老舗企業の企業生命力の7因子 

 

 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

実地調査：まるや八丁味噌(2015年11月04日訪問) 

文献調査：公表資料を用いて情報収集が可能であった企業に関する書籍、社史、記事(日経ビジネスなど)から、事実とストー

リーを整理。 

６．結果や今後の取り組み 

今後は、アンケート調査、老舗企業訪問（日本香堂、象彦）、倒産した老舗企業との比較をもとに仮説を確証していく。 
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